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公告（官報(WTO)、庁舎内、ＨＰ）

入札説明書の配布

「競争参加資格確認申請書」
及び「技術資料」の提出

競争参加資格の確認結果の通知
技術提案の採否通知

入札・内訳書の提出

開 札

施工体制の確認
（追加資料の提出・ヒアリング）

評価値の決定等

落札者の決定

競争参加資格がないと認めた
理由等の説明要求

回 答

競争参加資格

技術提案等

評価内容等に関する
問い合わせ

回 答

公告後速やかに

１０～３０日

１０～２０日

１５～３０日程度

１０日程度

標準的日数
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発注予定（見通し）で工事を探す ※各地方防衛局のＨＰに掲載
（四半期に一度または変更時に適宜公表）
発注予定の建設工事等の情報を広く提供
しています

１ 一般的な入札手続の流れ



○ 価格競争方式

・ 施工を行う上で、特に工夫する余地が無い比較的単純なもの
・ 図面・仕様書どおりに仕事をすれば、工事目的物の品質に大差は出ない

と考えられるもの

一番安い価格を提示した（入札）企業と契約することが国として有利

※「会計法」上、最低価格者と契約を行うことが原則
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・ 施工を行う上で、工夫をすることで工事目的物の品質向上が期待出来ると
考えられるもの

・ その工夫は、各企業の技術力や経験によって異なり、工夫内容によって
向上する品質に差異があると考えられるもの

なるべく安い価格であって、かつ品質向上を期待し得る技術を持つと
評価した企業と契約することが国として有利

○ 総合評価落札方式

※「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基本的な考え方が定められており、
最低価格者と契約を行うという「会計法」との関係は、会計法の特例という位置付
け。

２ 一般競争入札の方式と落札方法
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２ 一般競争入札の方式と落札方法

価格競争方式

☞「価格」の要素のみによる競争

総合評価落札方式

☞「価格」以外の「技術力」の要素も加えた総合的な
評価による競争

予定価格の範囲内で最も安い「価格」で
入札した企業が落札

予定価格の範囲内で「評価値」の角度が
最も高い企業が落札

入札価格 入札価格

技術評価点予定価格
▼

予定価格
▼

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

１００
（標準
点）

加算点α
Ａ

Ｂ Ｃ

Ｄ

最低価格
▼

基準
評価値

Ｂの
評価値

標準点
＋

加算点α

落札者 落札者

○ 価格競争方式と総合評価落札方式の落札方法
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３ 総合評価落札方式

☞ 予定価格の範囲内で評価値が最大の者を落札者として決定

☞ 評価値は次式により計算

○ 落札者決定の流れ

①Ｃは予定価格を超過している

②Ｄは標準点を下回っている

③Ａは基準評価値を上回っているが、評価値がＢを

下回っている

④よって、Ｂが落札者

【参考】

技術評価点＝
標準点 ＋ 加算点 ＋ 施工体制評価点

100 + （20〜50） + （0〜30）

基準評価値 ＝
標準点

予定価格

応札者 入札価格（億円） 技術評価点 評価値

Ａ ２．５０ １４１ ５６．４００

Ｂ ２．６０ １４７ ５６．５３８

Ｃ ２．７０ １４８ ５４．８１４

○ 総合評価落札方式による落札者決定の特徴

予定価格：277,700,000円 技術評価点：150点満点

落札者

☞ 入札価格のみならず、企業の技
術力を総合的に評価して落札者
を決定

評価値 ＝
技術評価点

入札価格(億円）
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３ 総合評価落札方式

金額 タイプ 発注方式名 概 要

８.１
億円※

基
準
額
以
上

技術提案評価型

（基準額以上）

技術提案評価型

（基準額以上）

☞国内外無差別の原則（安全保障に係る調達
は例外規定有）

☞施工成績等に基づく評価を除外し、ほぼ技
術提案を評価

基
準
額
未
満

技術提案

評価型

(基準額未満）

施工能力

評価型

競
争
参
加
向
上
型

技術提案評価型

（基準額未満）

☞技術的な工夫の余地が大きい工事

☞技術提案 ＋ 施工実績・工事成績等の実績を
評価

施工能力評価型
☞技術的な工夫の余地が小さい工事

☞施工実績、工事成績等の実績を評価

競争参加向上型

☞民間工事でも同等の実績が多数存在する工
事

☞公共工事実績は評価せず、過去の同等の施
工実績を評価

※基準額：財務省告示第２４号（令和６年１月２５日）
国の物品等または特定役務の調達手続きの特例を定める政令

○ 総合評価落札方式のタイプと概要
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○ 総合評価落札方式の評価項目（タイプ別）

タイプ別 技術提案評価型 技術提案評価型 施工能力評価型 競争参加向上型

地域評価型 適用しない 適用する 適用する 適用する

評

価

項

目

企業の施工能力 評価しない 施工実績・工事成績 施工実績・工事成績 施工実績

WLB(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)
等推進企業

評価する 評価する 評価する 評価する

配置技術者の能力 評価しない 施工経験・資格等 施工経験・資格等 施工経験・資格等

企業の信頼性・社会性 評価しない 地域精通度・貢献度 地域精通度・貢献度 地域精通度・貢献度

技術提案
求める

（２テーマ）
求める

(１テーマ）
求めない 求めない

工事全般の施工計画 求める 求める 求めない 求めない

賃上げ実施企業 評価する 評価する 評価する 評価する

基準額以上 基準額未満

３ 総合評価落札方式

※１ 地域評価型は地域により設定する

※２ 技術提案テーマ数は変更する場合がある

※３ 適用する評価基準を各案件毎に（公告に）アップロード
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（参考） 総合評価落札方式の様々な評価項目

多様な評価項目を設定し、公共工事の品質確保、担い手の確保・育成、女性活躍の推進に取り組む企
業を評価しています。

ワーク・ライフ・バランス推進企業

評価項目 評価基準 配点

企業の施工
能力

ワーク・ライフ・バランス
等推進企業の評価

女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）
次世代法に基づく認定（くるみん、プラチナくるみん認定）
若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）

いずれかの認定
があれば１点

☞「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」に基づき、建設業界全体でワーク・ライフ・
バランスが推進されるよう、ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業として法令に基づく認定を受けた企業を評価

若手技術者の活用

評価項目 評価基準 配点

企業の施工
能力

若手技術者の活用
監理（主任）技術者以外に３５歳以下
の若手技術者を配置

３５歳以下の技術者を配置 １点

資格あり（監理技術者又は主任技術者となりえる国家資格） １点

☞３５歳以下の若手技術者を「現場代理人」又は「担当技術者」として配置することで、当該工事を実績として将来、工
事の主任（監理）技術者として経験を積んでもらう方式

※ 技術者を変更する場合、当初申請した者と同等以上の条件を有する者のみ変更は可能。ただし、対応ができない場合は施工成績を減点措置

女性技術者の配置

☞「監理（主任）技術者」、「現場代理人」、「担当技術者」のいずれかに女性技術者の配置を求める方式

評価項目 評価基準 配点

企業の施工
能力

若手技術者の配置
監理（主任）技術者、現場代理人、担
当技術者のいずれかに女性技術者を配
置

女性技術者を配置 １点

資格あり（監理技術者又は主任技術者となりえる国家資格） １点

※ 現場代理人、監理(主任)技術者、担当技術者のいずれかに女性を新たに配置し、所有資格も当初申請した者と同等以上あることで変更
は可能。ただし、対応が出来ない場合は施工成績にて1点減点。やむを得ない事情の場合は減点無し
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４ 総合評価落札方式における賃上げ企業の加点措置

○ 評価のイメージ（施工能力評価型の例）

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年11月19日閣議決定）等において、賃上げを行
う企業から優先的に調達を行う措置などを検討するとされたことを受けて、総合評価落札方式の評価項
目に賃上げに関する項目を設けることにより、賃上げ実施企業に対する評価点の加点を行うものです。

９０点

企業の施工能力

【30点】

配置技術者の能力

【30点】

企業の信頼性・社

会性

【30点】

９5点

企業の施工能力

【30点】

配置技術者の能力

【30点】

企業の信頼性・社

会性

【30点】

賃上げ実施

【5点】

（従来） （賃上げ加点措置）

得点配分は

評価点全体の５％以上→

☞ 加点に必要な目標値（賃上げ率）

大企業 ➡ ３％

中小企業等 ➡ １.５％

☞ 加点に必要な提出書類

事業年度又は暦年単位のいずれかで目
標値以上の賃上げを表明した「表明
書」を提出

中小企業等は直近の事業年度の「法人
税申告書 別表１」も必要

☞ 共同企業体への加点

共同企業体を組成するすべての構成員
の賃上げ表明が必要

☞ 賃上げ表明の期間

事業年度 ➡ R7.4以降の事業年度

暦年 ➡ R7.1～R7.12まで

※地域評価型の場合を示している



（参考）競争参加資格の主な欠格につながる事例

１ 申請書関係
・ 工事件名の間違い
・ 総合審査数値等が異なる

例：「電気工事」の「総合審査数値870点以上」の資格要件に対し、「電気工事」の「総合審
査数値830点」の者が応募

・ 防衛省の競争参加資格は得ているが、当該局に参加希望申請を出していない

２ 企業の工事実績、配置予定技術者の資格・経験
（１）企業に求める参加資格要件

・企業に求めた施工実績が確認できない
例：工事完成時期の間違い

過去１５年間の実績（平成〇年４月１日から公告日までに完了した工事）の条件に対し、
平成〇年よりも以前、また、公告日以後に完了した実績での申請

例：工種の実績が確認できない
求めた同種工事の要件を満たしていない

（２）配置予定技術者に求める参加資格要件
例：工事完成時期の間違い、工種の実績が確認できない
例：求める工種の必要従事期間を満たしていない
例：配置予定技術者を複数人記載し、そのうち１人が工事の施工経験（参加資格要件）を満

たさない

３ 技術提案書関係
工事全般の施工計画書

・ 「未提出」又は「白紙」
・ 入札説明書等に指定した事項と無関係な内容を記載
・ 本工事と全く関係のない事項を記載（以前他の申請書で使用したもののコピー）
・ 記載内容が他の入札参加者とまったく同一 1０
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５ 地域評価型（地域精通度・貢献度の評価）

地域評価型は、地域に根ざし当該地域住民に信頼が置かれていることが、円滑・良質な施工につながり、
地域に精通することで良質な資材及び有能な労務等が確保され、品質の高い施工が期待されるとの考え
の下、地域精通度及び地域貢献度を重視して評価する方式です。

対象は、適用地域における基準額（８.１億円）未満の工事となります。

○ 適用地域の設定

○ 評価項目（施工能力評価型の例）

☞地域に根ざし、地域の事情に精通する地元企業を活用することにより、施工の品質の向上等が見込まれ
る地域を適用地域として設定

評価項目 評価の細目 評価基準
評価点
（配点）

地域精通度

設定地域内における施工実
績
（同一工種、元請としての過
去5年間の実績）

※ 民間も評価

対象地域で15件以上 6

6
対象地域で12件～14件
または対象県内で１５件以上

４

対象県内で10件～14件 ２

本店（社）、支店、営業所の
所在

対象地域に本店（社）あり 4

4対象地域に支店又は営業所あり
または対象県内に本店（社）あり

2

上記以外 0

地域貢献度

地元企業の下請採用状況

発注予定金額が30%以上 14

14発注予定金額が20%以上 7

発注予定金額が20%未満 0

災害協定等
災害協定あり（対象地域内） 2

最
大
6

災害協定あり（対象県内） １

ボランティア活動
活動実績あり（対象地域内） 2

活動実績あり（対象県内） １

地産品の使用状況 使用実績あり（対象県内） 2

評価の区分
評価点
（配点）

企業の能力 30

配置予定技術者の能力 30

企業の信頼性・社会性 30

賃上げ実施企業 5
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６ 特定建設工事共同企業体（特定ＪＶ）の構成員の資格

・代表者 ： Ａランク
・構成員 ： Ａ、Ｂランク

・２社 or ３社

〇 ＪＶの構成

ＷＴＯを含む特定建設工事共同体（特定ＪＶ）の代表者以外の構成員については、
次順位等級を含めた組合せ（Ａ等級とＢ等級）を認める。

概 要

工事の質の低下を招くおそれがないと認められる範囲で、競争性の確保、工事の
技術的難易度、中小・中堅建設業者の受注機会の確保等に配慮して、代表以外の構
成員の等級を引き下げる。

目 的

工事の質の低下を招くおそれがないと認められる範囲で、代表以外の構成員に求
める施工実績は、代表者に求めるものよりも広い要件。

参加要件

出資比率 均等割の６/１０以上

(例) ２社ＪＶ ７ ： ３
３社ＪＶ ６ ： ２ ： ２

＜求める要件の一例＞ＪＶの構成及び出資比率
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７ 地域優良企業活用ＪＶ

・２社 or ３社
・代表者 ： Ａランク
・構成員 ： Ａ、Ｂ、Ｃランク

出資比率 均等割の６/１０以上

(例) ２社ＪＶ ７ ： ３
３社ＪＶ ６ ： ２ ： ２

地域に密着した優良な技術を有する企業をＪＶ構成員として活用し、確実かつ円滑な施
工を図る。

目的

構成員に求める施工実績は、代表者に求めるものよりも広い要件。
代表者以外の構成員は、地域に密着した優良な技術を有する者とすること。

特定建設工事共同企業体の代表者以外の構成員については、下位等級を含めた組合せ
（Ａ等級とＢ等級又はＣ等級の組合せ）を認める。

・概ね５億円程度以上基準額未満の建設工事とし、庁舎、隊舎などの地元企業が実績を
有する施設を対象とする。

＜求める要件の一例＞ＪＶの構成及び出資比率

参加要件

概要

対象工事

〇ＪＶの構成
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８ 競争参加資格登録の手続

防衛省が発注する建設工事の入札に参加するためには、当省の資格審査を受け、『有資格者名簿』への

登録が必要です。（地方防衛局、自衛隊が発注するすべての工事が対象）

『有資格者名簿』は２年ごとに更新します。（更新の都度、資格審査が必要）

☞ 個別の発注案件の入札参加申請と同時に有資格者名簿への登録申請が可能です。

ご不明な点は、東北防衛局契約課までお問合せください。

○ 防衛省が発注する工事に参加するための流れ

参
加
を
希
望
す
る
建
設
業
者

＜国土交通大臣、都道府県知事＞

経営事項審査

① 経営事項審査の請求・総合評定値の請求

② 総合評定値通知書

③ 競争参加資格登録の申請（②総合評定値通知書を添付）

④ 資格審査結果通知書

＜地方防衛局＞

申請書受付・通知書
発送

＜防衛省＞

資格審査・名簿登録

⑤ 利用者登録
防衛省電子入札システム
入札説明書等がご覧になれます

☞公共工事を請負う業者は「建設業法」に基づき経営事項審査を
受ける必要があります

☞格付（一式工事） ☞格付（専門工事）

等級 総合審査数値 予定金額の範囲 等級 総合審査数値 予定金額の範囲

Ａ 990点以上 3億円以上 Ａ 870点以上 5千万円以上

Ｂ 830～990点未満 1～3億円未満 Ｂ 780～870点未満 2～5千万円未満

Ｃ 760～830点未満 3千万円～1億円未満 Ｃ 780点未満 2千万円未満

Ｄ 760点未満 3千万円未満

※総合審査数値＝
経営事項評価数値＋主観的点数
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８ 競争参加資格登録の手続

☞これから現行名簿（令和７・８年度有資格者名簿）への登録を希望する方 ➡ 随時登録
☞合併した場合、グループ経営事項審査を受けた場合などの申請 ➡ 再認定
☞現行名簿（令和７・８年度有資格者名簿）に登録済みで、申請内容に変更がある方 ➡ 変更届

○ 有資格者名簿への登録手続き

随時登録

変更届

Ｒ７
４月

Ｒ8
12月

Ｒ9
４月

名簿公表

Ｒ9・10定
期登録

Ｒ７・８
定期登録

Ｒ７・８名簿有効期間

（再認定）

現在
▼

※１ 定期登録の受付は国土交通省主管の「インターネット一元受付」となります。

※２ 有資格者名簿に未登録の企業でも個別の入札案件の参加申請と同時に、随時登録の申請を行うことも可能です。

※３ 随時登録、再認定、変更届の手続きに関するお問合せは東北防衛局契約課までお願いします。

（令和７・８年度を有効期間とする競争参加資格の随時登録は、受付から１～２ヶ月程度で資格審査結果通知書を

発送）

〇令和７年４月以降の入札案件に競争参加資格未登録の方が参加申請する場合は、随時登録が必要となります。
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９ 低入札価格調査基準

防衛省が発注する建設工事は、入札価格が「契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがある

と認められる場合の基準」（低入札価格調査基準）を下回った場合には、調査を実施します。

○ 低入札価格調査基準とは

☞予算決算及び会計令（第85条）に規定

☞入札価格が「当該契約の内容に適合した履行がなされないこととなるおそれが認められる場合の基準」

に基づく基準価格を下回った場合は、調査を実施

☞調査の結果、契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認めた場合、落札者としない

○ 低入札価格調査基準

範囲 予定価格の75%～92％の範囲内で設定

調査基準価格

の算入率

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費

97% 90％ 90% 68%

一般管理費の算入率

令和４年度に改正されています

（55%→68％）
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開 札

入札価格と調査基準価格を比較

以上未満

追加資料の提出を求める（７日以内） （一般的な審査）・追加資料の提出は不要

対面ヒアリング(特別重点調査相当価格の場合は重点的に審査)
追加資料の提出を拒否⇒「無効」

施工体制評価点（最大３０点）の確定

施工体制の確認

落札予定者確定

調査基準価格未満 調査基準価格以上

重点調査該当

重点調査非該当

低入札価格調査

特別重点調査

落札者決定

原則として満点

その程度に応じて加点
(特別重点調査相当価格は加点無)

1０ 施工体制確認型総合評価落札方式の試行

施工体制確認型とは、開札後、品質確保体制その他施工体制の確保状態を確認し、入札説明書等（仕様

書・図面を含む）に記載された要求内容を確実に実現できるかどうかを審査・評価する方式です。

対象は予定価格が１,000万円以上の総合評価落札方式によるすべての工事に適用しています。
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落札候補者の
確定

技術提案評価型（基準額未満）の審査

入札価格

Ａ社 225,000,000
Ｂ社 200,000,000
（低入札）

調査基準価格

205,000,000

加算点※２
Ａ社 30
Ｂ社 19.999

評価点合計a×減点割合b

評価値算定

※１
満点30点に対する

施工体制評価点の割合

評価値 =標準点（100）＋加算点＋施工体制評価点
入札価格（億円）

Ｂ= １００＋１９．９９９＋２０
２

＝６９．９９９

Ａ= １００＋３０＋３０
２．２５

＝７１．１１１ →落札

○評価値を算定→最大の者が落札

※低入札は施工体制評価点の減点につながります。
※技術提案の評価点ではなく評価点合計aを用いるため、施工体制評価点

による減点割合bの影響が大きくなります。

低入札が総合評価の評定値に大きく影響します！

施工体制確認

最終評価点c
＝a×b

55
36.666

企業 技術者 技術提案
評価点
合計a

施工体制
評価点

減点割合b
※１

Ａ社 15 20 20 55 30 30/30
Ｂ社 15 20 20 55 20 20/30

※２
最終評価点ｃが１位の者は満点、２位以下は案分する
[満点×最終評価点c 2位÷最終評価点c 1位]

開札

落札決定

（参考） 施工体制確認型の評価値の算出のイメージ

○ 評価値の算出のイメージ

（55×（30/30））
（55×（20/30））

（最終評価点ｃ １位＝30）
（(最終評価点c Ｂ社)/（(最終評価点ｃ Ａ社(1位))
×30＝(55/36.666)×30=19.999）
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1１ 工事費内訳明細書の提出等

提出
☞第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳明細

書の提出が必要です。

注意点

☞次に該当する場合は、入札心得書で規定される「その他入札に関する条件に違反した入
札」として、入札が無効となる場合があります。

その他にも
･･･

☞内訳明細書は入札参加者が独自に作成しなければなりません。他の参加者の内訳を参考
に作成するなどの行為は、不正行為として指名停止措置等の対象となる可能性もありま
す。

すべての工事等の入札にあたり、原則として工事費内訳明細書の提出が義務付けられています。

入札に参加される際は、必ず入札説明書をご確認のうえ、提出をお願いします。

○ 工事費内訳明細書の提出時にご注意いただきたい事項
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1２ 電子契約の実施

防衛省では、令和４年４月からすべての建設工事・建設コンサルタント業務を対象に原則、電子契
約を実施しています。（電子契約の対応が難しい場合は紙契約でも可能）

そんな時こそ

電子契約
※ デジタル庁が運用する電子契約システム（GECS）を利用

メリットは？

☞ ペーパーレス・押印不要で楽々♪♪
☞ 収入印紙不要♪♪
☞ 書類の郵送不要♪♪
☞ 保管コストの削減♪♪



1２ 電子契約の実施

改正の概要
・受注者が、契約の保証として履行保証保険契約を締結した場合、保険証券を発注者に寄託することに代えて、電磁的方法であって、当該履行保
証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができることとし、この場合において、受注者は当該保険証券を寄託したものとみ
なすこととする。（第４条関係）。

・受注者が、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」と
いう。）と前払金の保証契約を締結した場合（当該保証契約を変更する場合を含む。）、保証証書を発注者に寄託することに代えて、電磁的方法で
あって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができることとし、この場合において、受注者は当該
保証証書を寄託したものとみなすこととする。（第３７条及び第３８条関係）

（第４条、第３７条及び第３８条）

受注者
発注者
（防衛省）

２１

（契約の保証）

第４条 ２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代

えて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の
技術を利用する方法（以下「電磁的方法」という。）であって、当
該履行保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措置
を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保
険証券を寄託したものとみなす。
（前金払）

第３７条 ２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代

えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証
事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。
この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものと
みなす。
（保証契約の変更）

第３８条 受注者は、前条第６項の規定により受領済みの前払
金に追加して更に前払金の支払を請求する場合には、あらかじ
め、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託し
なければならない。
３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、

電磁的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会
社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。その場
合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。

各種証券の電子化対応のため、令和５年１２月から保険証券及び保証証書の寄託方法に電磁的方法
を加えています。
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1３ 公告情報の自動メール配信

令和３年度から、防衛省の工事・業務への入札参加を検討される方へ、公告日に公告情報の自動
メール配信を行っています。

公告日に登録されたメールアドレスに配信します。ぜひ、ご登録ください。

○ 自動メール配信機能の設定・登録

電子入札システム利用者登録画面
☞ 「メール受信希望」、「希望局」の登録

☞ 「希望業種・希望ランク」の登録

☞「希望局」/「希望業種・希望ランク」欄で選択した条件
に当てはまる案件が公告された際、登録した連絡先メール
アドレスに『公告のお知らせ』メールが送信されます。
※当該入札公告等の競争参加資格に該当する方のみ案件情
報のダウンロードが可能となります。

☞詳細は電子入札システムの利用者登録画面からご確認くだ
さい。

（お問合せ先）

防衛施設建設工事電子入札ヘルプデスク

TEL：03-3456-7121
（受付時間 平日9:00－17:00）

電子メール：helpdesk@mail.dfeg.mod.go.jp

（24時間受付 ※回答は平日9:00－17:00にお電話でのご回答となります）
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1４ 入札・契約制度に関する情報（防衛省ＨＰ）

防衛省のホームページでは、建設工事関連の入札・契約情報に関するお知らせ及び関連通達等を公表

していますので、詳細については、」こちらをご覧ください。
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1４ 入札・契約制度に関する情報（防衛省ＨＰ）


